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論文題目

論文内容の要旨

氏名北村友宏

専攻 経済学

Empirical Studies on Efficiency, Economies of Density, and 

Productivity of Railroad Companies in Japan 

（日本における鉄道事業者の効率性・密度の経済性• 生産性

に関する実証研究）

要旨

日本の地方部の中小旅客鉄道事業者においては，沿線人口

減少等による利用者数の減少や総費用に占める高い割合の施

設維持費用が原因で，経営環境の厳しい状況が続いている．

こうした事業者の大半が赤字を計上している．また，利用者

の減少は生産性低下の原因となる．この状況の下で，事業者

が非効率な営業を行っている場合，将来には輸送サービスの

供給が困難になるおそれがある．

施設維持費用の一部は固定費用である．鉄道産業をはじめ

とする費用逓減産業では，財・サービスの産出量（鉄道の場

合は輸送量）を現在の水準よりも増加させるか，あるいは固

定費用を削減することで，産出量 1単位当たりの平均費用を

・低下させることができる．しかしながら，前述のとおり日本

の地方部の中小旅客鉄道事業者においては利用者数が減少し

ているため，輸送量の増加は現実的ではない．この場合，不

要な線路や車両等，設備や施設の削減により，平均費用を抑

制し，事業者の金銭的状況，パフォーマンス，および長期的

な存続能力を改善することができる可能性がある．

設備や施設の削減以外では，線路の重量化や木製枕木のコ

ンクリート化によっても施設維持費用を削減できるとさ託，て

いる．こうした軌道改良を行うと，必要な線路メンテナンス

の頻度の抑制につながるからである．このことから，たとえ

鉄道利用者の減少に直面していても，・前述の軌道改良を行え

ば費用が削減されるだけでなく，「生産性」の向上や「生産性

の低下傾向」の緩和も期待できる． したがって，この方法に

よっても事業者の長期的な存続能力を改善することができる

可能性がある．実際に， 日本の地方部の中小旅客鉄道事業者

の多くが線路の重量化や枕木のコンクリート化といった軌道

改良を進めている． ただし，軌道改良は高額の設備投資であ

り，それを鉄道事業者が自己資金で実施することが困難なた

め，国や地方政府が軌道改良に対して補助金を交付している．

本稿では前述の現状に基づき， 日本の地方部の中小旅客鉄

道事業者のうち，どのような特徴を持つ事業者において非効

率な営業や厳しい経営環境が発生しているか，またパフォー

マンスや長期的存続能力を改善するために事業者や政府はど

のような取組みをすべきかを明らかにする．そのために， 日

本の地方部の中小旅客鉄道事業者のパネル・データを用い，｀

計量経済学的手法による実証研究を行う．

第 2章では，どのような特徴の事業者が非効率な営業を行

っているかを明らかにする．効率性の指標としては，「現在の

輸送量の維持が可能な最小の投入物使用最」の「現在の投入

物使用量」に対する割合として定義される投入志向技術効率

性を用いる．この指標に対してどのような要因が影響を与え

ているかを分析するために，確率的フロンティア分析を実行

して日本の地方部の中小旅客鉄道事業者の投入物距離関数と

非効率関数を同時推定する．結果として，短距離輸送や通勤

客以外の利用者（観光客等）の輸送を中心とする事業者は技

術効率性が悪いことが明らかになった．他方，長距離輸送や

通勤客輸送を中心とする事業者は技術効率性が高い可能性が



ある．これは；利用者の乗車 1回当たり の距離が長いほど輸

送量（本章では利用者数と車両走行距離の積として定毅され

る「旅客人キロ」）の値が大きくなること：および通勤客を中

心に輸送する事業者においては毎年安定した利用者数を確保

できているからであろう．

第 3章では，どのような特徴の事業者において固定費用が

高いのかを検証する．ただし，日本の鉄道事業者の固定費用

は観測不可能なため，固定芸用の水準を表す密度の経済性，

および密度に関する収穫を測定す．ることにより固定費用の大

小を判断する．密度の経済性とは，ネットワークの規模（例

えば路線網の大きさ）を一定とした上で産出量（輸送量）の

増加が単位当たり平均費用の低下をもたらす性質である． こ

の性質の存在の有無は，一定のネットワーク規模の下で全て

の投入物使用量を 1%ずつ増加させると（総費用が 1%上昇．す

ることを通じて）輸送量が何％増加するかを表す密度に関す

る収穫によって判断できる．全投入物使用量の 1%の増加によ

る輸送量の増加が 1%を超えるとき，「密度の経済性が存在す

る」あるいは「密度に関して収穫逓増である」と判断する．

また，大きな蕊度に関する収穫は高い固定費用を意味する．

本章の実証分析では，事業者の可変費用関数と投入物シェア

関数からなる可変費用システムを推定して各事業者・年度の

密度に関する収穫の指標を求めた．その際に，事業者・年度

間での輸送サービスの特徴の差異が限界費用の差異をもたら

す可能性を明示的に考慮したヘドニック費用関数を推定する

ことで，より精緻な推定を試みた．分析の結果，本稿におけ

る全事業者および年度において密度の経済性が存在すること

が判明した．また，主に通勤客以外の乗客（観光客等）を輸

送する事業者において密度に関する収穫が大きく，密度の経

済性が強く発生していることが明らかになった．よって，特

にこうした事業者の固定費用が高く，経営環境が特に厳しく

なっている可能性がある．＇したがって，特に通勤客以外の乗

客を中心に輸送する事業者は，不要な施設や設備の削減を実

施することで，バフォーマンスや長期的な存続能力の改善が

可能となるであろう．

第 4章では，軌道改良が鉄道事業者の生産性に与える長期

的効果を定量的に計測する．、本稿では重量の軽い線路を lm

当たり s・okg以上の重量の線路に交換すること，および木製

枕木をコンクリ← ト製枕木に交換することを軌道改良と定義

する．また，生産性の指標としては，「産出量（輸送量）」と

「重み付けされた全投入物使用量」の比率として定義される

全要素生産性を用いる．本章の実証分析では，まず事業者の

生産関数を推定し，その推定値を用いて各事業者・年度の全

要素生産性を予測する．ここで，軌道改良の実施後，線路維

持費用や生産性に対する効果が現れるまでには，保線作業員

の熟練等を要するので，ある程度の期間が必要である．これ

を明示的に反映させた分布ラグモデルを推定することにより，

生産性の軌道改良に関する長期的弾ヵ性を推定する．具体的

には，予測した全要素生産性の対数値を，複数年のラグ項を

含む改良軌道採用率の対数値とコントロール変数に回帰する．

結果として，事業者のコンクリート製枕木の採用率が毎年 1%

ずつ上昇すると， 11年後には全要素生産性が合計 1・.554%上昇

することが明らかになった．これは，枕木のコンクリート化

が長期的に線路のメンテナンス頻度および保線作業員数の削

減につながるからであろう．他方， 150kgfm以上の線路の採

用率は全要素生産性に影響を与えないことが示された．その

理由は，枕木のコンクリート化は別原材料による生成物へ•の

変更である一方，重軌条化は同一原材料による生成物の，単

なる重量の変更であるため，重軌条化は枕木のコンクリート

化に比べ線路設備の耐性の変化（強度化）が小さいからであ

ろう．• このことから，事業者および政府は特に枕木のコンク



リート化を推進することで，事業者の長期的なパフォーマン

スや存続能力を・改善することができる可能性がある．

以上の分析により得られた結論は次のとおりである．日本

の地方部の中小旅客鉄道事業者の中で，短距離輸送を中心と

する事業者や通勤客以外の利用者（観光客等）を中心に輸送

する事業者において非効率な経営が発生している．また，通．

勤客以外の利用者の輸送を中心とする事業者は高い固定費用

を計上しており，経営環境が厳しくなっている可能性がある．

よって，特にこうした事業者は不要な線路や車両等，施設や

設備の削減をすべきであり，それにより金銭的状況やパフォ

ーマンスおよび長期的存続能力が改善する可能性がある． さ

らに，政府は特に枕木のコンクリート化に対して重点的に補

助金を交付し，事業者はそれを活用して当該設備投資を推進

することによっても，事業者の長期的存続能力が改善される

可能性がある．これらの結論の導出により，本稿の目的は達

成された．

ただし，以下の点が本稿の実証分析における共通の限界点

である．第一に，経済理論と整合的な推定値を得るために特

定の事業者を梵ンプルから除外して分析したことにより，得

られた結果は日本の地方部の中小旅客鉄道事業者全てに対し

て一般的でない可能性がある．第二に，データの入手不可能

性のため，資本変数を資本ストックではなく有形固定資産と

して定義したこ．とにより．，距離関数，費用関数，生産関数に

おける当該変数の係数にバイアスが生じている可能性がある．

モデル定式化の再検討により，一般性が担保され．，かつ経済

理論と整合的な推定値を得ること，および資本変数の定義の

再検討により，推定値を厳密化することを今後の課顆とした

vヽ．

庄 /aA、山）~,、 1ヽ瓜 Ip指導教員午



北村友宏氏学位請求論文審査報告要旨 ことが示された。

論文： Empirical Studies on Efficiency, Economies of Density, and Productivity of 

Railroad Companies in Japan 

（日本における鉄道事業者の効率性・密度の経済性• 生産性に関する実証研究）

論文内容の要旨

本論文は、序章、結論及び、日本の鉄道事業者の効率性に関する三本の実証分析から構

成される。人口減少下にある日本において、地方の中小旅客鉄道は乗客の減少と高い設備

費のために経営が困難になっている。路線の縮小以外に費用を削減する手段として、レー

ルの変更などの手法がある。本論文は、どのような中小鉄道業者の効率性が低いのか、効

率性の改善のために事業者あるいは政府は何ができるのかを分析の目的としている。

第 2章では、技術的非効率性に影響する要因を分析している。技術的非効率性は最善の

技術からなるフロンティア生産関数からの乖離により定義される。 1994-2013年の電車の

みを運行している 45社を対象として、コプダグラス生産関数に基づく確率的生産フロンテ

ィア生産関数を計測し、技術的非効率性を計測した。技術的非効率性を鉄道事業者の属性

により推定した結果、路線の総延長に対する乗客の平均乗車距離で測られた路線利用率が

高いほど、定期券利用者の比率が高いほど、技術的非効率性が低いことが示された。すな

わち、長距離利用者が多いほど、安定的な利用者が多いほど効率性が高いことが明らかに

なった。

第 3章では、密度の経済性の計測を行っている。密度の経済性は、路線の規模を所与と

してほかの投入を比例的に増加させたときの輸送量の増加率で定義される。第 2章のデー

タの中から参入退出の少ない期間である 2005-2013年を対象に、定期券を使用する乗客と

そうでない乗客という属性にも着目して分析した結果、密度の経済性が存在し、定期券を

使用しない乗客の比率の高い事業者においてより高い密度の経済性が観察されることを示

した。分析対象となった鉄道事業者は輸送量に対して固定贅用が大きい。減少した乗客数

に対して不要になった施設は整理するべきであること、また、通勤客を輸送する鉄道事業

者であるかが密度の経済性に影響することが示された。不要になった施設（車両や線路）の削

減が非定期券乗客の多い鉄道事業者の効率をより多く改善すると結論付けた。

第4章では、線路の改良の生産性に対する影響を分析している。枕木のコンクリート化、

重いレールヘの更新という線路の改善は生産性の改善に貢献すると言われている。これが

正しいか、また、これらの改善により生産性の向上が生じるまでにどの程度の時間を要す

るかが問題である。第 2章で用いたデータに基づき、鉄道事業者の全要素生産性を計測し、

過去の線路改善率の影響を推定した。その結果、コンクリート枕木の採用率が 1%上昇する

と11年後に 1.15%全要素生産性が向上するが、重量レールの導入は有意な影響を持たない

論文審査の結果の要旨

日本の中小地方鉄道事業者の効率性に関する分析を行い、改善のための方策を検討した。

本論文の主たる貢献は以下の 3点である。第 1に、おもに短距離の乗客、定期券を使用し

ない乗客の多い地方中小旅客鉄道事業者がより効率的でないことを示した。第 2に、定期

券を使用しない乗客の多い鉄道事業者は高い固定費用のために経営が困難になる可能性が

あることを示した。第 3に、不要な車両や線路を整理し、コンクリート枕木への転換を進

めることにより、長期的に効率性が改善することを示した。

次に、本論文に一層望まれる点は以下の通りである。第ーは、物的な効率性である生産

性の分析から収益性の分析へ進めることである。鉄道事業者の経営困難を問題にしている

ので、必要である。第二は、収益性の改善ができない事業者の退出に関する分析である。

第三は、インフラの管理を行う組織と運行を行う組織を分離する上下分離方式の検討であ

る。しかしながらこれらの点は論文提出者の今後の研究に待っべき点であり、本論文の意

義を損なうものではない。

以上を総合して、下記審査委員は一致して本論文の提出者が博士（経済学）の学位を授

与される資格があるものと判定する。

平成 30年 3月7日

審査委員

主査 教授萩原泰治

副査 教授柳川隆

副査 教授，難波明生
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